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認可保育所保育料に関する保護者の認知調査

近藤絢子（東京大学社会科学研究所） 深井太洋（内閣府経済社会総合研究所）

概要

本稿は、首都圏のある市の公立認可保育所の在園児の保護者を対象に行った、保育料の認知に関

するアンケートの結果をまとめたものである。回答者のうち、入所申し込みの段階で保育料をわか

っていたと答えたのは 40％強にすぎず、未就学児の保護者は必ずしも制度を正確に把握しているわ
けではないということも加味した政策議論が必要であることが示唆された。第 2子以降のほうが上
の子の経験から保育料を分かっていたと答える割合が高く、また所得階層が高いほど保育料を分か

っていたと答える割合が高い。さらに、保育料がいくらか気にしていなかった保護者も全体の 25％
くらい存在する。気にしていなかった理由としては、保育料がいくらであろうととにかく入園させ

て職場復帰したかった、というものが最も多い。気にしていなかった割合と所得階層に明確な関係

性はないが、0歳で入所した子供の保護者に気にしていなかった割合が多い。
キーワード: 保育料、認可保育所、保育政策.

A Report on the Survey on Parents’ Perceptions of the Fees for
Public Childcare Centers

Abstract

This report summarizes the survey on parents’ perceptions of the fees for public childcare
centers, which we conducted targeting parents of children enrolled in public childcare centers
in an anonymous municipality. Only about 40% of the respondents recognized the correct
fee when they applied for the first time, implying that policymakers should not assume that
potential users understand the correct fees they would pay. Parents of the second or higher-
order children and those with higher income tend to understand the fee better. Furthermore,
about a quarter of the respondents answered that they did not care about the fee. The most
popular reason why they did not care is that they had no choice but to return to work and
put their priority on whether their children would be accepted. There is no clear relationship
between the fraction of parents who did not care about the fee and their household income,
but the fraction is higher for parents who started to use childcare centers within a year after
the childbirth.
Keywors: chidcare fees, public childcare centers, childcare policies.
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1 はじめに

近年、都市部では保育所の不足が慢性化しており、保育士や施設用地には限りがあるのだから、保育

料を上げて需要を抑制してはどうかという議論がある。その一方で、少子化の緩和や女性の地位向上の

ためには質のよい保育サービスをいまよりさらに安価に供給すべきという主張もなされている。いずれ

の立場にしても、潜在的な利用者は認可保育所の保育料を正確に理解しているという前提で制度設計や

政策議論がなされがちである。

しかし現実には、『保育所利用の手引き』などに掲載された保育料表と、住民税決定通知等の住民税課

税額のわかる書類を自分で照合しなければ、正確な保育料を知ることができない場合が多い。したがっ

て潜在的な利用者が正確な保育料を知らないまま利用の意思決定をしている可能性がある。未就学児の

保護者が、どの程度正確に自身の支払うべき保育料を把握しているのか。その把握度合いは世帯所得そ

の他世帯の属性によって異なるのか。そうした実態を知るための資料提供が本稿の目的である。

2 保育料認知のアンケート調査

Fukai and Kondo (2021) は、認可保育所の保育料が住民税課税額によって不連続に変化することを
利用して、認可保育所の保育料の影響を検証した。住民税の所得割額を running variableとする回帰不
連続法による推計を行い、保育料の変化は保育所の利用割合や母親の就業に有意な影響を及ぼさないと

いう結果を得た。しかし、保育料階層の間の閾値の周辺のみを比べるという回帰不連続法固有の問題と

して、各世帯が保育所利用の意思決定をする段階で保育料を正確に把握していなければ、保育料に対す

る反応が検出できない。この点について検証するために、以下のようなアンケート調査を行った。

アンケートの対象者は、2020年 12月時点で、分析対象の市のすべての公立認可保育所*1の在園児の

保護者である。在籍する園を通じて web回答用の QRコードつきの調査票*2を配布し、webまたは郵
送で回答を集めた。園児１人につき１枚配布し、同じ世帯に複数の子供がいる場合はそれぞれの子供に

ついて別々に回答を依頼した。対象となった公立保育所の在園児は 6,477人で、この市のすべての認可
保育所在園児の約 30％にあたる。この 6,477人のうち、webの回答が 1,426件、郵送回答が 1,280件、
併せて 2,706件の回答を得た（回答率 41.8％）。
回答を得られた子供及び保護者の属性は以下のとおりである。出生順では第１子が 49.7％をしめる。

現在と入園時の年齢を表 1にまとめる。現在の年齢は、在園児の人数*3とおおむね同じ割合で分布して

おり、入園時の年齢は 0歳と 1歳がそれぞれ 4割弱で 2歳以下が全体の 9割を占める。
続いて、世帯年収の代理変数として、保育料区分の分布を表 2に示す。保育料区分は、子供の両親の

市民税の課税額に基づいて決められ、課税額が大きいほど保育料も高くなる。住民税非課税世帯は保育

料が無償であり、住民税の課税額が一定に閾値を超えるたびに区分が上がり、保育料も上がる。調査対

象の市では、住民税非課税世帯を第 1・2区分、住民税が課税される世帯を第 3から第 11の 9つの区
分に分けている。もともとの区分が均等ではないため、それぞれの割合にもばらつきがあるが、Fukai

*1 対象が公立保育所に限定されているのは、市役所を通じて配布を行ったためである。すべての認可保育所利用者のランダム
サンプルではない点には留意が必要。

*2 調査票の見本は著者ウェブサイトに掲載予定。
*3 福祉行政報告例によると、この市の公立認可保育所の在園児の学年別割合は、0 歳児 5.1％、1～2 歳児 29.3％、3 歳児

21.1％、4～5歳児 44.6％である。
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表1: 調査回答者の子どもの年齢

年齢区分（％）

N ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

現在の年齢 2,662 5.8 13.5 18.3 20.1 19.7 22.6
入園時の年齢 2,688 36.2 39.4 13.0 8.5 2.3 0.7

表2: 調査回答者の保育料区分の分布

保育料区分（％）

N 第１・２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 第９ 第１０ 第１１ 無償化以降

2,627 6.1 4.9 2.5 1.9 5.0 10.9 9.7 32.3 12.6 9.1 5.0

表3: 最初の利用申込時点で保育料を知っていたか（％）

全回答計 第１子 第２子以降で兄姉が利用 第２子以降で初めて利用

保育料がわかっていたか （１） （２） （３） （４）

わかっていた 43.7 39.6 48.1 44.4
調べたがわからなかった 25.0 29.3 19.7 28.4
間違っていた 6.8 8.4 5.1 6.2
気にしていなかった 24.6 22.8 27.1 21.0

N 2,511 1,246 1,103 162

and Kondo (2021)で用いた、この市の認可保育所の全児童のデータと分布はほぼ同じである。最後に、
回答者の子供との続柄は、母親が 88.8％，父親が 10.7％，その他（祖父母など）は 0.5％だった。

3 集計結果

3.1 最初の利用申込時点で保育料を知っていたか

まず、すべての回答者に対して、初めて保育所に申し込む段階で、支払う保育料がいくらぐらいかわ

かっていたかを尋ね、「わかっていた」「調べたがよくわからなかった」「調べてわかっていたつもりだっ

たが実際の請求をみて違っていることに気が付いた」「保育料がいくらか気にしていなかった」の 4つ
の選択肢から 1つ選んでもらった。表 3の第 (1)列に全回答の集計結果をまとめる。申込時点で支払う
べき保育料を「わかっていた」と答えたのは全体の 43.7％であり、残りのうち約半数強は「調べたがわ
からなかった」か「間違っていた」、半数弱は保育料がいくらか「気にしていなかった」と答えた。

表 3の (2)列以降では子供の出生順別の集計結果を示す。第 1子は第 2子以降に比べて「わかってい
た」と答えた割合が低い。これは、第 2子以降の場合、その子供が初めて保育所の利用申込をする段階
で、兄姉の保育料をすでに支払ったことがあり、その経験から保育料表の読み方を知っていたり、過去
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表4: 入園時の年齢別：最初の利用申込時点で保育料を知っていたか（％）

入園時の年齢

第１子回答計 ０歳 １歳 ２歳 ３歳以上

保育料がわかっていたか （１）（２）（３）（４） （５）

わかっていた 39.6 34.4 40.1 45.2 46.0
調べたがわからなかった 29.4 31.2 29.9 29.2 21.9
間違っていた 8.3 9.7 8.7 6.5 5.1
気にしていなかった 22.7 24.7 21.2 19.1 27.0

N 1,240 433 471 199 137

表5: 保育料区分別：最初の利用申込時点で保育料を知っていたか（％）

保育料区分

第１子回答計 第１・２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 第９ 第１０ 第１１

保育料がわかっていたか （１） （２）（３）（４）（５）（６）（７）（８）（９）（１０）（１１）

わかっていた 39.7 45.0 27.8 29.6 36.0 34.3 30.5 39.1 40.9 43.7 58.5
調べたがわからなかった 29.2 20.0 30.6 36.4 40.0 42.5 35.1 29.7 28.2 25.8 17.0
間違っていた 8.5 10.0 8.3 9.1 8.0 6.9 10.6 5.5 9.9 8.0 4.3
気にしていなかった 22.7 25.0 33.3 25.0 16.0 16.4 23.8 25.8 20.9 22.5 20.2

N 1,223 60 72 44 25 73 151 128 425 151 94

に支払った保育料から支払うべき保育料を推測できたりするためだろう。こうしたノイズを排除するた

め、以下で行う入園時年齢や保育料階層とのクロス分析では「第 1子」のみで集計する。
表 4は、第 1子について、入園時点の年齢別に集計したものである。入園時の年齢が低いほど、申し
込み時点で保育料を「わかっていた」割合が小さく、2歳以下に関しては年齢が低いほど「気にしてい
なかった」割合が大きい。「調べたがわからなかった」「間違っていた」割合は、0-2歳に関しては大きな
違いはなく、3歳以上で入園した場合に少し小さくなる。低年齢から保育所を利用する世帯は、母親の
就業継続を強く希望し、保育料がいくらであろうとまずとにかく保育所に入れたいと考えることが多い

のかもしれない。

表 5は、同じく第 1子のみを、保育料表の区分別に集計したものである。保育料表の区分は両親の住
民税所得割額の合計で決まるので、上の区分ほど世帯所得も高い。第 1・2 区分（住民税非課税世帯）
は保育料が免除となるため「わかっていた」割合が約 45％と比較的大きいが、第 3～7区分（年収 100
万～600万程度に相当）では 3割前後にとどまる。第 8区分以降は区分が上がるにつれて「わかってい
た」割合が大きくなり、最も所得の高い第 11区分（年収 1200万以上程度に相当）では 6割近くが「わ
かっていた」と答えている。逆に区分が上がるにつれて「調べたがわからなかった」「間違っていた」が

減る。これはおそらく、保育料の仕組みを理解する認知能力と稼得能力の相関によるものだろう。一方、

「気にしていなった」割合と世帯所得には明確な関係はなさそうに見える。少なくとも、世帯所得が高い

ほど保育料には無頓着、というわけではなさそうだ。

表 6は調査時点の学年別に集計したものである。興味深いことに、学年があがるほど「気にしていな
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表6: 現在の年齢別：最初の利用申込時点で保育料を知っていたか（％）

調査時点の学年

第１子回答計 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

保育料がわかっていたか （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７）

わかっていた 39.5 45.2 34.5 38.7 38.3 42.8 39.6
調べたがわからなかった 29.3 38.1 42.8 31.1 27.1 24.7 24.5
間違っていた 8.3 8.3 8.3 10.7 8.4 7.0 7.9
気にしていなかった 22.9 8.3 14.5 19.6 26.3 25.5 28.1

N 1,236 84 145 225 251 243 278

表7: 保育料がわかっていたかの別と情報収集手段（複数回答可）

保育料がわかっていたか

全回答計 わかっていた わからなかった 間違っていた

どのように調べたか （１） （２） （３） （４）

市役所などの窓口 16.8 18.9 13.7 15.0
利用の手引き 68.9 67.0 73.1 66.5
ホームページ 34.3 33.5 34.8 37.6
知人 6.5 4.9 8.4 9.2
その他 4.6 6.6 1.7 2.3

複数手段利用割合 25.9 25.8 26.4 25.4
N 1,916 1,114 629 173

かった」割合が高くなっている。この市ではここ数年保育所の定員を拡充し続けており、若いコーホー

トほど保育所に入りやすくなり、保育料を調べようとする余裕がでてきたということかもしれない。だ

が過去のことほど「気にしていなかった」と回答しやすくなる回顧バイアスがかかっている可能性も排

除できない。

3.2 保育料の調べ方

申し込み段階で保育料がいくらぐらいか「わかっていた」「調べたがよくわからなかった」「調べてわ

かっていたつもりだったが実際の請求をみて違っていることに気が付いた」と答えた回答者を対象に、

保育料の調べ方について尋ねた。具体的には「市役所などの窓口の人に聞いた」「『保育施設利用のてび

き』をみて確認した」「市のホームページをみて確認した」「知り合い（親戚・隣人・友人等）に聞いた」

「その他」の中から当てはまるものをすべて選ぶ複数回答とした。

　表 7に、第 2子以降も含む全回答者についての集計結果をまとめる。全体で最も多いのが「利用の
手引き」で 7割弱の人が参照しており、市のホームページで調べた人も 1/3程度いる。市役所などの窓
口を利用した人は 16.8％、知人に聞いた人は 6.5％にとどまる。保育料を「わかっていた」人と、「調べ
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表8: 兄姉の有無別：情報収集手段（複数回答可）

全回答計 第１子 第２子以降で兄姉が利用 第２子以降で初めて利用

どのように調べたか （１） （２） （３） （４）

市役所などの窓口 16.4 18.8 12.9 21.3
利用の手引き 69.0 71.7 67.3 59.8
ホームページ 34.5 34.0 34.6 37.8
知人 6.4 6.8 5.3 11.0
その他 4.5 1.8 8.5 0.0

複数手段利用割合 25.9 27.4 24.1 25.2
N 1,886 959 800 127

表9: 入園時の年齢別：情報収集手段（複数回答可）

入園時の年齢

第１子回答計 ０歳 １歳 ２歳 ３歳以上

どのように調べたか （１）（２）（３）（４） （５）

市役所などの窓口 18.6 19.7 16.3 17.4 26.0
利用の手引き 71.8 67.1 71.8 77.6 77.0
ホームページ 34.2 40.0 33.1 30.4 25.0
知人 6.8 8.0 6.2 6.8 5.0
その他 1.8 2.5 1.9 1.2 ‘0.0

複数手段利用割合 27.4 31.4 24.9 26.1 26.0
N 955 325 369 161 100

たがわからなかった」「間違っていた」人の間では、「わかっていた」人のほうが市役所などの窓口がや

や多く、知人の割合が少ないが、それほど大きな違いはない。複数の手段を利用した割合も、保育料が

分かっていたか否かで大きな差はない。

「その他」を選んだ場合に具体的にどのように調べたかの自由記述欄で目立つのは、「２人目なので知

っていた」というものである。表 8に、出生順で分けた集計をまとめたが、第 2子以降で兄姉が利用し
ていたケースで「その他」の割合が突出して高いのも、このせいである。また、第 1子のほうが第 2子
以降よりも、「市役所等の窓口」「利用の手引き」のどちらも多くなっており、第 1子のほうが複数の手
段を併用して調べた割合もやや大きい。　

表 9に、第 1子のみの入園時の年齢別の集計もまとめた。0歳は 1・2歳に比べて、市役所などの窓口
とホームページが多く、利用の手引きが相対的に少ない。0歳から入園を希望する場合、市役所などの
窓口に相談に行くことが多いことを反映しているのかもしれない。また、複数の手段を利用した割合も

高くなっている。一方、3歳以上で入園した子供も市役所などの窓口が多いが、ホームページの利用が
少ないため、複数手段を利用した割合は 0歳ほど多くはない。
表 10は、保育料区分別の集計である。区分が小さい、つまり世帯所得が低い方が市役所などの窓口の
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表10: 保育料区分別：情報収集手段（複数回答可）

保育料区分

第１子回答計 第１・２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 第９ 第１０ 第１１

どのように調べたか （１） （２）（３）（４）（５）（６）（７）（８）（９）（１０）（１１）

市役所などの窓口 18.3 30.4 20.4 36.4 22.7 21.3 24.3 10.4 15.8 13.7 17.1
利用の手引き 71.8 56.5 67.3 66.7 77.3 72.1 67.8 72.9 74.9 74.4 71.1
ホームページ 34.1 41.3 30.6 30.3 27.3 27.9 39.1 26.0 35.2 32.5 40.8
知人 6.6 2.2 4.1 12.1 9.1 1.6 6.1 7.3 9.0 4.3 5.3
その他 1.9 0.0 4.1 3.0 0.0 3.3 4.3 1.0 1.2 1.7 1.3

複数手段回答割合 27.1 21.7 24.5 39.4 31.8 24.6 30.4 15.6 30.1 23.1 28.6
N 950 46 49 33 22 61 115 96 335 117 76

表11: 兄姉の有無別：いつから保育料を調べ始めたか

全回答計 第１子 第２子以降で兄姉が利用 第２子以降で初めて利用

いつから調べたか （１） （２） （３） （４）

妊娠中 14.0 13.2 15.8 8.7
出産後 44.8 45.1 44.8 41.7
手引きを入手後 41.3 41.7 39.3 49.6

N 1,866 956 783 127

利用が多く、逆にホームページ利用は高所得世帯のほうが多い傾向がある。高所得世帯は市役所の窓口

に行く機会費用が高く、代わりにインターネットを活用しているということなのかもしれない。複数手

段を利用した割合には特に明確な傾向はない。

保育料について調べ始めた時期についても、「妊娠中」「出産後、保育所を利用するかどうかや復職時

期を検討するとき」「『保育施設利用のてびき』を入手してから」の 3つの選択肢から一つを答える形式
で尋ねた。子供の生まれ順で分けた表 11を見ると、第 2子以降で初めて利用したケースで妊娠中から調
べていたケースが少ないことを除けば、第 1子とそれ以外で大きな違いはない。一方、第 1子について、
入園時の年齢別に集計した表 11を見ると、やはり 0歳から入園した場合に妊娠中から調べていた割合
が最も高くなっている。

表 13には保育料区分別の集計をまとめた。興味深いことに、妊娠中から調べていた割合には、所得分
布の下位から 15パーセンタイル付近に当たる第 5区分と、最も所得の高い第 11区分の 2つのピークが
ある。言い換えると、中央値よりやや下にあたる第 7・8区分では保育料を調べ始めるタイミングが遅
い。第 7・8区分は、保育所の利用率や母親の就業率がもっとも低い区分でもあり（Fukai and Kondo
2021, Figrue 5)、母親の就業継続意思の強さとなんらかの相関があるのかもしれない。
最後に、調べた時期別に、保育料がわかっていたかを表 14に集計する。早く調べ始めるほど、「わか
っていた」割合が高く、「わからなかった」「間違っていた」割合が低い。ただし、時間に余裕をもって

調べ始めたこと自体が理解を促したのか、早く調べ始めるような層は保育料に対する理解度も高いのか

は本アンケートからはわからない。
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表12: 入園時の子どもの年齢別：いつから保育料を調べ始めたか

入園時の年齢

第１子回答計 ０歳 １歳 ２歳 ３歳以上

いつから調べたか （１）（２）（３）（４） （５）

妊娠中 13.1 23.4 9.3 5.5 6.1
出産後 45.2 43.1 50.8 37.4 43.9
手引きを入手後 41.7 33.5 39.9 57.1 50.0

N 952 325 366 163 98

表13: 保育料区分別：いつから保育料を調べ始めたか

保育料区分

第１子回答計 第１・２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 第９ 第１０ 第１１

いつから調べたか （１） （２）（３）（４）（５）（６）（７）（８）（９）（１０）（１１）

妊娠中 13.3 6.8 12.8 15.6 18.2 12.9 8.6 8.3 12.8 17.2 25.0
出産後 45.1 50.0 44.7 50.0 36.4 40.3 50.9 39.6 45.4 50.0 35.5
手引きを入手後 41.6 43.2 42.6 34.4 45.5 46.8 40.5 52.1 41.8 32.8 39.5

N 939 44 47 32 22 62 116 96 328 116 76

表14: いつから保育料を調べ始めたか

いつから調べたか

全回答計 妊娠中 出産後 手引きを入手後

保育料がわかっていたか （１） （２） （３） （４）

わかっていた 58.0 69.7 58.1 53.9
わからなかった 33.2 23.9 32.9 36.8
間違っていた 8.8 6.4 9.0 9.3

N 1,880 264 844 772

3.3 保育料を気にしていなかった理由

入所申し込み時に「保育料を気にしていなかった」と答えた保護者には、気にしていなかった理由を

自由記述で尋ねた。653件の回答を大きく 6つの類型に分けて集計した結果が表 15である。*4 圧倒的に
多いのは、「入所できるかが最優先だった」（具体的には「とにかく保育園に入れたかった」「復職するに

は預ける以外の選択肢がなかった」「入れるかどうかのほうが大事」等）という回答で、全体の半数以上

*4 著者 2名が独立に分類し、一致しなかったものはリサーチアシスタントに判断してもらい、どうしても一致しなかった回
答は該当なしにした。2つの類型に当てはまるものが 60あるため割合の合計は 100%を超える。
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表15: 保育料を気にしていなかった理由のまとめ

各回答の該当割合（%） （分母は 653)

入所できるかが最優先だった 54.67
高すぎはしないと思っていた 16.69
上の子がいるから見当がついた 9.95
無料だと知っていた 7.66
調べ方が分からなかった 3.68
調べても変わらないから 5.51
該当なし 11.03

が該当する。次に多いのは認可保育園なら高すぎはしないと思っていたという回答で 16.7%おり、兄姉
がいるので見当がついた、三人目または生活保護のため無料だと知っていた等、気にしていなかったと

いうよりもだいたい知っていたのでわざわざ調べなかったといったニュアンスのものも 18%程度いた。

4 まとめ

本稿は、首都圏のある市の公立認可保育所の在園児の保護者を対象に行った、保育料の認知に関する

アンケートの結果をまとめたものである。

未就学児の保護者は保育所を利用する場合に支払うべき保育料を把握したうえで利用の意思決定をし

ているという前提で、保育料や保育行政一般に関する政策議論がなされることが多い。しかし、本アン

ケートの回答者のうち入所申し込みの段階で保育料をわかっていたと答えたのは 40％強にすぎない。今
後は、未就学児の保護者は必ずしも制度を正確に把握しているわけではないということも加味した政策

議論が必要であるといえよう。また、所得階層が高いほど、保育料を分かっていたと答える割合が高く、

所得と情報処理能力に相関があるとすれば、現行の制度のわかりにくさを示唆しているともとれる。

また、保育料がいくらか気にしていなかった保護者も全体の 25％くらい存在する。気にしていなか
った理由としては、保育料がいくらであろうととにかく入園させて職場復帰したかった、というものが

最も多く、これは現行の保育所定員と保育料水準では超過需要が発生していることを裏付けている。気

にしていなかった割合と所得階層に明確な関係性はないが、0歳で入所した子供の保護者に気にしてい
なかった割合が多いことから、職場復帰の優先度が高い人ほど保育料がいくらであっても保育所を利用

したいと考える割合が高い、つまり保育料に対して需要が非弾力的であることを示唆しているかもしれ

ない。

ただし、気にしていなかったと回答したもののうち２割弱が、おおよその見当はついていたのであえ

て調べなかったととれる回答をしている点には留意が必要だ。また、認可保育所であればそんなに高く

なることはないだろうと考えていた回答者も無視できない数おり、彼らは必ずしも保育料の変化に対し

て非弾力的であるとは言えない。
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